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指定管理者制度とは

◼指定管理者制度とは、平成15年の地方自治法の改正によって導入された制度であり、法に基づく「公の施設

（住民利用施設）」の管理に関して、議会の議決を経て指定される「指定管理者」に委任する制度

◼従来、市の出資法人や公共的団体に限られていた公の施設の管理を、一般の民間事業者やNPO法人等でも

行うことができるというものであり、公の施設の管理に民間のノウハウを活用し、サービスの向上と経費の削減を図る

ことを目的としている

◼指定管理者制度では、公の施設の管理に関する権限を指定管理者に委任して行わせる性質をもつが、指定管

理者の指定の手続・管理の基準・業務の範囲等については、町が条例で定めることとなっている

指定管理者制度の概要

◼法第244条の 2 （公の施設の設置、管理及び廃止）

✓ 1 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、公の施設の設

置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない。

✓ 3 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、

条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの（＝指定

管理者）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。

✓ ４前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その

他必要な事項を定めるものとする。

✓ 6 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方公共団体

の議会の議決を経なければならない。
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指定管理者制度とは

◼「公の施設」を対象とする。公の施設とは地方自治

法で「住民の福祉を増進する目的をもって、住民の利

用に供する施設として地方公共団体が設けるもの」と

されている。

対象施設の要件

◼法第244条 （公の施設）

✓ １普通地方公共団体は、住民の福祉を増進す

る目的をもつてその利用に供するための施設（これ

を公の施設という。）を設けるものとする。

◼一般的に公募に際して必要な資格等はない

◼ただし、事案によっては個人資格が必要であったり、

法律で定められた業法上のサービス提供を必要とする

場合には団体資格が必要になる場合がある

参入企業の要件

分類 施設の例

レクリエーション・スポーツ

施設

体育館、武道場等、競技場、プール、海水浴場、宿

泊休養施設（ホテル、国民宿舎等）、休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）、キャンプ場、学校施

設等

産業振興施設 産業情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開

放型研究施設等

基盤施設 公園、公営住宅、駐車場・駐輪場、水道施設、下

水道終末処理場、港湾施設、霊園、斎場等

文教施設 図書館、博物館等、公民館・市民会館、文化会館、

合宿所、研修所等

社会福祉施設 病院、診療所、特別養護老人ホーム、介護支援セン

ター、福祉・保健センター、児童クラブ、学童館等、保

育園等

（参考）応募資格の例

出典：大分県「指定管理者制度運用ガイドライン（令和5年4月改訂版）」
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指定管理者制度運用の基本的な流れ

主な手続き及びスケジュールイメージ

主な手続き 具体的な手続き

条例改正 ✓ 設置条例の制定・改正議案を議会に付議

公募 ✓ 募集要項の作成

✓ HP等での公募

選定 ✓ 選定委員会で客観的な審査基準に基づき選定

指定の議決 ✓ 指定管理者の指定議案を議会に付議

協定締結 ✓ 指定の通知

✓ 告示

✓ 協定の締結

運用開始～モニタリング ✓ 業務引き継ぎ

✓ 指定管理の開始

✓ モニタリング・評価の実施

✓ 必要に応じて指導等の実施
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（参考）徳島県美馬市の選定スケジュール

スケジュール

主な手続き 具体的な手続き R5審議日程

条例改正 ✓ 設置条例の制定・改正議案を議会に付議 ー

公募 ✓ 募集要項の作成

✓ HP等での公募

令和５年１０月２日~

令和５年１０月２０日

選定 ✓ 選定委員会で客観的な審査基準に基づき

選定

令和５年１１月７日（委員会の開催）

令和５年１１月２７日（指定の決定）

指定の議決 ✓ 指定管理者の指定議案を議会に付議 令和５年１２月１９日（議決日）

協定締結 ✓ 指定の通知

✓ 告示

✓ 協定の締結

議決日以降

運用開始～モニタリング ✓ 業務引き継ぎ

✓ 指定管理の開始

✓ モニタリング・評価の実施

✓ 必要に応じて指導等の実施

令和６年４月１日

◼ 指定管理者募集要項

➢ 要求水準書

➢ 基本協定書

➢ 年度協定書

➢ 審査基準(準則)

➢ 様式集

➢ 施設条例

➢ 施設管理規則

➢ 施設条例

➢ 施設管理規則

公募資料

役割 職名

委員長 副市長（市職員）

副委員長 経済部長（市職員）

外部委員 一社美馬観光ビューロー 専務

外部委員 うだつの町並み再生協議会会長

委員 木屋平市民サービスセンター所長

委員 観光交流課長（市職員）

選定委員会
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海陽町の状況

根拠条例 名称 条例上の業務内容

海陽町漁火の森宿泊施設の設

置及び管理に関する条例(平成

18年海陽町条例第157号)

海陽町漁火の森宿泊施設 (1) 宿泊施設の提供

(2) 研修施設の提供

(3) 温浴施設の提供

(4) 農林水産業の体験を通して都市住民との交流を促進するための事業

(5) その他宿泊施設の設置の目的を達成するために必要な事業

海陽町漁火の森公園の設置及

び管理に関する条例(平成18年

海陽町条例第156号)

海陽町漁火の森公園 (1) 観光レクリエーションのための施設の提供及び行事の開催

(2) 健康の維持増進のための施設の提供及び行事の開催

(3) その他漁火の森公園の設置の目的を達成するために必要な業務

海陽町漁火の森交流促進施

設の設置及び管理に関する条

例(平成18年海陽町条例第

158号)

海陽町漁火の森交流促進施

設

(1) 観光レクリエーションのための施設の提供及び行事の開催

(2) 産業及び文化の振興のための施設の提供及び行事の開催

(3) その他交流促進施設の設置の目的を達成するために必要な業務

海陽町宍喰温泉宿泊施設の

設置及び管理に関する条例(平

成18年海陽町条例第159号)

海陽町宍喰温泉宿泊施設 (1) 宿泊施設の提供

(2) 研修施設の提供

(3) 温浴施設の提供

(4) 農林水産業の体験を通して都市住民との交流を促進するための事業

(5) その他温泉宿泊施設の設置の目的を達成するために必要な事業

海陽町宍喰観光ターミナルの設

置及び管理に関する条例(平成

18年海陽町条例第154号)

海陽町宍喰観光ターミナル (1) 人、物、情報等の交流を行うための施設の利用に関すること。

(2) 人、物、情報等の交流に関する情報の収集及び提供

(3) 宿泊者等への施設の提供

(4) その他観光ターミナルの設置の目的を達成するために必要な事業

海陽町における根拠条例
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